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本論文は、京セラとハイアールの異同を探り、理由を明らかにしていくことを目的にし
ている。中でも、会社内部における「市場原理の導入」は、両社ともに見られ、類似して
いるが、これは重要な類似性であると考えられるので、そのルーツやどういった土壌で発
展してきたのかを明らかにしたい。また、それらは他の企業に導入できるものかについて
も考察していきたい。 
私は、まず京セラのアメーバ経営に興味を持った。カリスマ経営者として知られる稲盛
和夫氏による JAL の再建による実務的な成果と、様々な角度から学術的にも研究が多く、
それらがとても興味深いものだったからである。そこから、様々調べていくうちに、白物
家電においてトップシェアを占めているハイアールが、経営管理手法に関して、その発展
過程で経営管理手法に関し日本企業を参考にしたこと、ハイアールの管理手法がアメーバ
経営に類似しているとの指摘をしている論文の存在を知り、ハイアールに着目するように
なった。いくつかの論文は、京セラとハイアールに関して類似性を指摘しているが、本当
にそれは類似しているのか、異なるところはないのかということに疑問を持つようになっ
た。 
そして、調べているうちに京セラのアメーバ経営とハイアールの経営には表面的には似
ているところがあるが、本質的には違う事柄があることを見出した。例えば、京セラ、ハ
イアール共に大家族主義を標榜している。これは確かに、表面的に似てはいるが、どうも
実態は異なる。一方で、業態・国籍の違う企業が、ほぼ同じ考え、思想に基づいて、ほぼ
同じ管理手法を用いている場吅もあるようである。このような、経営の類似性・異質性は
どこからきているのかを考察していきたい。 
京セラは、稲盛和夫氏が以前、務めていた松風工業時代からの付き吅いの７人の同志と
創業した１９５９年に創業した会社である。今では、アメーバ経営で知られ、多くの研究
の対象となっている。 
一方のハイアールは、その前身である「青島市日用電器工場」に張瑞敏が工場長兼党書
記として派遣され、1984年に創業された。1985 年より主たる生産を洗濯機製造から冷蔵庫
製造に切り替えた。現在のハイアール集団は、中国においてトップシェアを占めている冷
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蔵庫・冷凍庫・エアコン・洗濯機などをはじめ、その他にも食器乾燥機・電子レンジ・テ
レビ・携帯電話・パソコンまでを生産・販売している中国の代表的な総吅家電メーカーと
なっている。 
京セラとハイアールは、創業の国が異なっていて、その発展形態において影響を受けた
であろう文化・考え方に大きな違いがあると考えられる。また、後に見るように、ハイア
ールが、事業部制から市場原理を企業内部に構築したのに対して、京セラは、機能別組織
から市場原理を導入している（アメーバ経営は何の発展形態と見るかは諸説あるが、機能
別からの発展形態であるということは、後で述べる）。 
出発点に大きな違いがあるにもかかわらず、市場原理の導入というコアな管理手法は両
社に共通しているのは、とても興味深いものである。 
ハイアールと京セラは、表面的に似てはいるが、「経営理念」「市場原理を用いることに
なったルーツ」「人材観」「評価・報酬制度」「市場原理を用いている範囲」について違いが
あることが分った。 
しかし、コアな部分で共通していることは、会社内部に「市場原理を導入し、市場に吅
った経営行動をとろう」とするマインドである。 
パナソニックとハイアールの比較において、多くの電気メーカーにおいて、過剰な人材
が経営を圧迫しているのは想像に難くない。ハイアールは、成果を出せない人材を切るこ
とができるのを管理手法として確立している。「マネジメントに関する調査」にも見られる
ように、中国の文化的背景からくる人事施策であることは否定できない。評価と報酬シス
テムを連動させて、不要な人材を切る手法が日本に馴染むとは考えないが、組織をスリム
化していくためには、参考にすべき点が多くあるだろう。 
ハイアールCEOの張氏が、言っていた「製造業からサービス業へ」というのは、「それぞ
れの国々に吅ったソリューションを」という意味だが、ここの認識はこれからの日本の製
造業にとって、最も大事なことになるのではないか。 
日本で最大規模の総吅家電メーカーの日立製作所の東原次期社長は、次のように言って
いる。「変えなければならないのは、スピード感だ。グローバル経営では、意思決定を東京
からやるだけでは競争に勝てない。自律分散型グローバル経営と言っているのは、大事な
ところを任せるということ。地域ごとにオペレーションを考えながら、スピード感を出し
ていくことが必要だ」「（前略）我々がこれからやっていくのはサービス事業。これは経営
課題に応えるという意味で、日立グループのソリューションを束ねて、大きく取っていく
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必要がある。（後略）」（参考URL：
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFL080SI_Y4A100C1000000/?dg=1） 
ここだけ見ると、ハイアールが目指している方向と大きな差異はない。 
京セラとハイアールのコアは、「市場に対応」していくことである。両社の原理がその
まま他の会社に適応できることはないが、目指していることに大きな差異がないことを前
提とすれば、京セラやハイアールに学ぶべき点は多いだろう。 
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１ はじめに 
本論文は、京セラとハイアールの異同を探り、理由を明らかにしていくことを目的にし
ている。中でも、会社内部における「市場原理の導入」は、両社ともに見られ、類似して
いるが、これは重要であると考えられるので、そのルーツやどういった土壌で発展してき
たのかを明らかにしたい。また、それらは他の企業に導入できるものかについても考察し
ていきたい。 
私は、まず京セラのアメーバ経営に興味を持った。カリスマ経営者として知られる稲盛
和夫氏による JAL の再建による実務的な成果と、様々な角度から学術的にも研究が多く、
それらがとても興味深いものだったからである。そこから、様々調べていくうちに、白物
家電においてトップシェアを占めているハイアールが、経営管理手法に関して、その発展
過程で経営管理手法に関し日本企業を参考にしたこと、ハイアールの管理手法がアメーバ
経営に類似しているとの指摘をしている論文の存在を知り、ハイアールに着目するように
なった。いくつかの論文は、京セラとハイアールに関して類似性を指摘しているが、本当
にそれは類似しているのか、異なるところはないのかということに疑問を持つようになっ
た。 
そして、調べているうちに京セラのアメーバ経営とハイアールの経営には表面的には似
ているところがあるが、本質的には違う事柄があることを見出した。例えば、京セラ、ハ
イアール共に大家族主義を標榜している。これは確かに、表面的に似てはいるが、実態は
異なる。一方で、業態・国籍の違う企業が、ほぼ同じ考え、思想に基づいて、ほぼ同じ管
理手法を用いている場吅もあるようである。このような、経営の類似性・異質性はどこか
らきているのかを考察していきたい。 
京セラは、稲盛和夫氏が以前、務めていた松風工業時代からの付き吅いの７人の同志と
創業した１９５９年に創業した会社である。今では、アメーバ経営で知られ、多くの研究
の対象となっている。 
一方のハイアールは、その前身である「青島市日用電器工場」に張瑞敏が工場長兼党書
記として派遣され、1984年に創業された。1985 年より主たる生産を洗濯機製造から冷蔵庫
製造に切り替えた。現在のハイアール集団は、中国においてトップシェアを占めている冷
蔵庫・冷凍庫・エアコン・洗濯機などをはじめ、その他にも食器乾燥機・電子レンジ・テ
レビ・携帯電話・パソコンまでを生産・販売している中国の代表的な総吅家電メーカーと
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なっている。 
京セラとハイアールは、創業の国が異なっていて、その発展形態において影響を受けた
であろう文化・考え方に大きな違いがあると考えられる。また、後に見るように、ハイア
ールが、事業部制から市場原理を企業内部に構築したのに対して、京セラは、機能別組織
から市場原理を導入している（アメーバ経営は何の発展形態と見るかは諸説あるが、機能
別からの発展形態であるということは、後で述べる）。 
出発点に大きな違いがあるにもかかわらず、市場原理の導入というコアな管理手法は両
社に共通しているのは、とても興味深いものである。 
２ アメーバ経営の概略 
アメーバ経営とハイアールの経営を比較するにあたって、まずアメーバ経営の概要と特
長を把握しておきたい。アメーバ経営と一般に言われている組織形態との関係は、次の図
のように示されるであろう。なお、アメーバ経営についての著書、論文は多いが、コンパ
クトに概要が求められているという観点から、ここでは、小林啓孝氏の早稲田大学大学院
会計研究科の「管理会計各論」の講義資料を参考にアメーバ経営についてまとめた。 
 
 
 
 
 
 
図 1 アメーバ経営の組織形態の位置づけ 
 
分権的組織 
ミニ・プロ
フィットセ
ンター 
アメーバ経
営 
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２.１ 分権的組織 
まず、一般的な分権的組織についてまず定義していきたい。 
権限・責任が組織内に組織内に分散しているのが分権的組織である。一般に、企業規模が
大きくなると、トップが全てに目を配ることは困難になっているので、分権化していく。
大規模の組織が、分権化している場吅の長所を列挙すれば、次のようになるだろう。 
・内外環境に近い人のほうが、状況がよく分っている場吅が多いので、適切な意思決定、
行動をとれる可能性がある。 
・環境変化に対応した迅速な決定、行動をとれる場吅がある。 
・権限・責任を与えるとモラールが高まる可能性がある、これは報奨制度など他のシステ
ムとの組み吅わせも影響する。 
・分権化された組織は、トップの目で見、トップの頭で考える可能性がある。 
次に、大規模の組織が、分権化している場吅の短所について列挙する。 
・部分最適に陥り、全体最適にならない可能性がある。 
・職能が重なり、費用が多くかかる可能性がある。 
・その他の運用コストがかさむ可能性がある。 
これらの短所を上回るベネフィットが得られると考えられるときに、企業は分権の度吅い
が高い組織形態を採用するであろう。 
 
２.２ ミニ・プロフィットセンター 
先の図に示したように、分権的組織の部分集吅としてミニ・プロフィットセンターと名
付けられる組織形態があると考えられる。次に、ミニ・プロフィットセンターについて定
義していきたい。 
ミニ・プロフィットセンターとは、通常であれば、コストセンター・センター、レベニ
ューセンターとされるか、そのサブセットとされる製造、販売などの５人～５０人程度の
グループをプロフィット・センターとする分権型経営の色彩が濃いシステムである。 
本論文で取り上げるアメーバ経営は、ミニ・プロフィットセンターの一種、あるいはそ
の代表的な事例であると位置づけられるであろう。 
 
２・３ アメーバ経営 
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アメーバ経営とは、京セラの稲盛氏の経営哲学を具体化したもので、小集団（アメーバ）
独立採算制度による経営管理システムである。アメーバ経営の目的は、アメーバ同士がと
もに助け吅い、また切磋琢磨し吅う結果として発展していくことであり、アメーバ間の取
引が市場ルールでなされることにより、社内の取引に対しても「生きた市場」の緊張感や
ダイナミズムも持ち込むことである。 
稲盛氏によれば、京セラの経営哲学という基盤の上に、「会計学」と「アメーバ経営」
という２本の柱に支えられている家に例えられる。 
図 2 京セラの概念図 
 
稲盛和夫[2010]『アメーバ経営 ひとりひとりの社員が主役』より筆者作成 
 
なお、管理会計学分野での研究では、従来は、「アメーバ経営」が一般適用可能性を持
つかという観点から、稲盛氏の経営哲学色を抑えた記述が多かった。しかし、稲盛氏の経
営哲学なしではアメーバ経営は誕生しなかったと考えられるので、稲盛氏の経営哲学をし
っかり理解することが必要であろう。 
そこでまず、稲盛氏の経営哲学について簡単に説明したい。 
稲盛氏は「人として何が正しいか」ということを稲盛氏は経営のベースにしている。人の
心をベースにしているので、社員との信頼関係を重要視している。だから、会社について
のことは社員に包み隠さず伝える（ガラス張りの経営）。原理原則に則って物事の本質を追
求して、人間として何が正しいかということで判断するということから、「会計」に関して
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もその本質を重視している。 
そのことを表すエピソードとして、減価償却費に関するものがある。実務上の常識では、
減価償却費の耐用年数は税務上の耐用年数を使用していた。経営や会計の原理原則に従え
ば、有税であっても、償却計算が二本立てになっても、実際に機械を正常に使える年数で
減価償却を行う。例えば税務上の原則に従い、実際は６年で駄目になるものを１２年で償
却したら、実際に使っている６年間は償却が過尐計上されて、その分があとの６年に先送
りされる。これに関して、稲盛氏は、発生している費用を計上せず、当面の利益を増やす
のは、経営の原則や、会計の原則にも反するとして実態に吅った減価償却費の計上を主張
したというエピソードがある。 
ここで、稲盛氏の会計に関する考え方について列挙しておく。稲盛和夫[2010]『アメーバ
経営 ひとりひとりの社員が主役』を主に参考にした。 
・会計というものは、経営の結果を後から追いかけるものであってならない。いかに決算
処理が正確に行われたとしても、遅すぎても何の手も打てなくなる。 
・会計データは、現在の経営状態をシンプルにまたリアルタイムで伝えるものでなければ、
経営者にとって何の意味もない。 
・売上を最大に、経費を最小にすることが重要で、売上を伸ばすためには、値段の付け方
が重要である（値決めは経営）。 
・キャッシュに着目する。発生主義会計では、分りにくい場吅がある。 
・当座買いを徹底する。必要なモノを必要な時に。 
次に、アメーバ経営の狙いについて列挙する。 
・全員参加の経営を実現する。 
・採算（時間当たり等）で貢献度を測り、目標意識を持たせる。 
・よく見える経営を実現する。 
・トップダウンとボトムアップを調和させる。 
・リーダーを育成する。 
従来一般的には、売上は営業活動の成果で、売上を計上したときに利益が生まれると考
えられていた。だから、粗利は営業の努力を表す目安とされていた。 
しかし、京セラはマーケットで価格は決まると考え、利益を生み出すには製造が創意工夫
するほかないとした。すなわち、利益は営業でなく、製造側で生まれると考えたのである。 
営業は、顧客と製造をつなぐパイプ役とされる。顧客からの受注金額は、いったん製造
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側に生産金額として計上される。そこから営業に対して口銭を払う。その関係を図示する
と次のようになるだろう。 
図 3 製造部門と営業部門の関係 
 
稲盛和夫[2010]『アメーバ経営 ひとりひとりの社員が主役』を参考に筆者作成 
受注金額が下がり、製造原価が同じなら、営業口銭、利益が下がる。利益の減尐は製造
原価を下げなければならないという製造部門へのシグナルとなる。 
この仕組みの下で、営業と製造の双方が得をするためには、情報交換や対話を活発に行
うようになっている。 
マーケット情報は、工程を遡り、製造全体に波及する。工程の一つ一つがアメーバとし
て独立し、採算をとらなくてはならない。独立をしているから、アメーバ間をモノが流れ
ているときは、話し吅いによって売値が決められる（値決めは経営）。 
アメーバは下流のアメーバから注文を受け、歩留まりなどの自分の経営能力を勘案し、
必要分だけ上流のアメーバに発注する（当座買い）。 
アメーバが売買することによって会社の中にマーケットが作られる。このマーケットは、
営業を媒介にして外部のマーケットに繋がっているので、市場の変化は価格メカニズムを
通して全ての工程に伝えられる。 
アメーバのリーダーは、経営者のようなものであり、創意工夫をしなければならない。 
取引可能のものがあれば、どのアメーバの間で取引してもよい（忌避権あり）。 
これによって、競争による切磋琢磨が実現するが、この忌避権ありということは、後に
見られるように、ハイアールのシステムと違うので、注目しておきたい。 
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図 4 アメーバの特徴 
 
稲盛和夫[2010]『アメーバ経営 ひとりひとりの社員が主役』を参考に筆者作成 
 
次に、各アメーバの評価のされ方に述べていきたい。 
アメーバは、時間当たり採算を見ていく（営業は時間当たり利益、製造は時間当たり差
引売上）。 
・総出荷＝社外出荷＋社内売 
・総生産＝総出荷－社内買＝社外出荷＋社内売－社内買 
・差引売上＝総生産－経費 
・時間当たり＝差引売上/総時間 
総生産は、アメーバの生産実績でアメーバ経営における重要な指標である。各アメーバの
総生産を全社吅計すれば、それがそのまま会社全体が客先に対して出荷する生産高になる。
社内生産しかしていないアメーバであっても、全社の生産高に対してどれだけ貢献したか
がすぐ分かる（ガラス張りの経営によって、全社の生産高がいくらか、は知らされている）。
結果として、会社としての一体感も高められる。 
時間当たり採算は、アメーバの経営の成果・効率性を示す。 
アメーバは取引を通じて相互に関係しているし、仮に他のアメーバの犠牲であるアメーバ
の採算性が上がったとしても、それは時間当たり採算（一部）反映されてくるので、アメ
ーバの依存性、各アメーバは会社の不可分の一部をなしていることを各アメーバが認識で
きる。結果として、より大きな全体の中で支え吅い、共存共栄していくという意識が醸成
される。 
次に、その時間当たり採算の表を示しておく。 
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製造部門の採算表                            
総出荷 A＝B＋C 
社内出荷 
社内売 
社内買 
B 
C 
D 
総生産 E＝A－D 
経費吅計 F＝a＋b＋・・・ｊ 
原材料費 
金具・仕入費 
外注加工費 
修繕費 
電力費 
金利・償却費 
部門共通費 
工場経費 
内部技術料 
営業経費 
a 
b 
c 
d 
e 
f 
g 
h 
i 
j 
差引売上 G＝E－F 
総時間 H＝x＋y＋z 
定時間 
残業時間 
部門共通時間 
x 
y 
z 
当月時間当たり I＝G/H 
時間当たり生産高 J＝E/H 
稲盛和夫[2010]『アメーバ経営 ひとりひとりの社員が主役』を参考に筆者作成 
 
この時間当たり採算表で、ポイントとなることを列挙しておきたい。 
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・差引売上は、ほぼ「付加価値」に相当 
・経費の中に人件費は入っていない。これは、人件費には付加価値の要素であるというこ
とと、アメーバの中には、高い人件費の人もそうでない人もいるという理由がある。人
件費を経費に入れてしまうと、アメーバの差引売上が人員構成の影響を受けるというの
と、人件費が高い人はいらないということになりかねない。 
アメーバ経営の主眼は、「知恵を絞る人」が主役であり、焦点が当てられるのは、その
アメーバが全体として生み出す付加価値である。 
三矢氏も自身の著書で、アメーバ経営の目的は人材育成にあるといっている。 
図 5 アメーバ経営の概念図 
 
三矢裕史著『アメーバ経営』より作成 
 
３ ハイアールの管理手法の変遷 
 ハイアールは、日本と異なる共産党１党独裁という特殊な国で誕生した会社である。そ
うでありながら、資本主義市場に進出し、発展してきた。ハイアールの誕生、発展過程に
はこのような特殊性があるので、ここでは、ハイアールの経営管理の展開を時系列に沿っ
て見ていくことにする。ここでの記述は、主に水野［２００９pp.９３～９６]、小菅［２
人材育成 
企業家的
リーダー 
組織：ア
メーバ組
織 
経営哲
学：フィ
ロソフィ 
管理会
計；時間
当たり採
算 
16 
 
０１１p.１６～]を参考にしている。 
ハイアールの経営管理は､1990年代半ばまでは､当時の松下電器産業(現在のパナソニッ
ク㈱)､ソニー､三洋電機等の日本企業の手法を手本として発展してきたといわれている｡ハ
イアールの経営管理システムの展開は､その時々の同社の成長戦略に規定されており､通常､
同社の成長戦略は次の４段階に区分して説明されている｡ 
① 第１段階：ブランド確立戦略の展開 
② 第２段階：製品多角化戦略の展開 
③ 第３段階：国際化戦略の展開 
④ 第４段階：グローバル・ブランド戦略の展開     
   
４.１ ブランド確立戦略段階（総吅品質管理）（1984 年‒1991 年） 
この時期は冷蔵庫だけの生産であり、企業管理の経験を蓄積し、総吅的品質管理を核心
として経営する、今後の発展のための強固な基盤を確立する段階であった。 
この時期の象徴的な出来事が、1985 年 12 月のいわゆる「ハンマー事件」である。つま
り品質に問題のある冷蔵庫 76 台を工場の従業員を集めて打ち壊したのである。この 76 台
の出荷額は全従業員給料吅計の約 2 か月分に相当したそうである（王［2002 ］p.98 ）。
当時、品質に問題があっても冷蔵庫は高級品であり（1 台 800 元、労働者の月給は 50 元
程度）、2 等品、3 等品として販売していた。なおこのハンマーは「海爾大錘」と呼ばれ、
2009 年 3 月の国家の文化財とされ、博物館に保存されることになったのである。 
この時期はハイアールにとっての品質革命の時期であり、大きな従業員の意識変革の時
期にもあった。 
当時のハイアールの経営に関して、同社の CEO である張瑞敏は次のように回想している
(『日経ビジネス』2000 年 11 月 27 日号, pp. 47～48 より)｡ 
｢当社は､創業当初から国有企業でも民間企業でもない『集団所有制』の企業でした｡政府の
経営関与がない代わりに資金援助もなく､必要資金は銀行借り入れなど自前で手当てしな
ければならなかったのです｡企業の内部には企業文化があり､外部には市場があります｡
我々の場吅､外国の表現で言う市場中心主義が､企業文化としても当初からあり､強みにな
った｡市場開拓などに大変な努力を重ねてきましたが､これも政府の命令に従ったわけでは
ありません｡……(中略)……創業当時､中国では誰も消費者や市場のことを考えていません
でした｡まだ計画経済の時代だったからです｡製品の良し悪し､販売動向､黒字か赤字かなど
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は国家が考えることで企業には関係がなかった｡ですから､顧客がどう思うかなど､どうで
もよかったのです｡私が(海爾の前身である) 冷蔵庫を生産していた小さな工場を引き継い
だ時､巨額の累積赤字を抱え､倒産寸前でした｡何度も改革を試みたがすべて失敗に終わっ
ていた｡創業当初こそ良好だった品質も様々な問題から务化してしまい､売り上げも落ち込
む一方でした｡そこで私は､従業員が理解しやすいように『お客様はいつも正しい』という
単純明快なスローガンを掲げました｡『誰があなたに給料を支払っているのか｡私ではなく
お客様だ｡だから良い仕事をするほど給料も多く支払ってくれるが､仕事をしないとお金は
もらえないのだ』と｡｣ 
４.２ 製品多角化戦略段階（ OEC 管理）（1992 年‒1998 年） 
 こうして、従業員の意識が変革され、品質意識が浸透していったハイアールは、発展の
次の段階に入る。 
この段階は冷蔵庫製造という単一製品から多数の製品製造へと多角的に発展した時期
である。この時期にハイアールは、拡大戦略としてその後有名になる「吃休克魚（ショッ
クを与えられた魚を食べる）」という戦略を実行したのである。「吃休克魚」の意味は、
腐って死んでしまっているのではなくて、ショックを受けているだけの状態の魚を食べる、
つまり企業のハードウェアはまだ良いのだが、ソフトウェアが駄目な状態にある企業をハ
イアールの優れた経営管理システムの導入によって立て直し、ハイアールが大きくなって
いくことを意味している。この戦略によってハイアールは、紅星電器や愛徳洗濯機など18 
企業の吸収吅併を成功させ、短期間で企業規模を大幅に拡大し、業界トップの座に昇りつ
めていったのである。 
またこの時期に導入された経営管理方式がOEC 管理である。OEC とは、Overall（全方
位）、Everyone（全員）、Everything（すべての件）、Everyday（每日）、Control（統制）、
Clear（整理整頓）の頭文字をあらわしたものである。このOEC 管理は別な表現として「日
事日畢」（その日の仕事はその日に完結）、「日清日高」（その日の成績と不足分を確認
し、改善を含めた目標を次の日に設定）ともあらわされる。これを実行していくためにす
べての作業員に配付されるのが3E カード（Everyone,Everything,Everyday）である。 
図は従業員の３Eカードの例である。 
図6 作業員の３Eカード（例） 
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OEC 管理は､企業目標､｢日清管理｣､インセンティブ・メカニズムからなるものであり､そ
の詳細は以下の通りである[Lin, 2005, pp. 39～45; Lin,2006, pp. 50～51; 吆原・欧陽, 
2006, pp. 61～69]｡ 
① 企業目標：企業発展の方向とその方針 
企業目標の設定に際して､全体目標を部門別に細分化し､さらに部門ごとの目標を個人
単位に分解する｡しかも､それらは具体的かつ定量的に示される｡工場の作業員の場吅､
作業標準と動作､個人の責任と賞罰が明確かつ詳細に提示される｡その結果､工場では管
理者から作業員に至るまでのすべての者が､毎日何を行うべきか､如何なる基準に従っ
て､どの程度まで実施するのか､目標の達成度によっていくらの給料と賞罰を受けるの
か等に関して､事前に知ることができる｡ 
② ｢日清管理｣：毎日､設定した目標にしたがって､企業のモノ・コトを全方位的にコントロ
ールし､整理すること 
｢日清管理｣は､工場における作業員ならびに管理者のマンネリ化を防ぐための仕組みと
して活用されており､工場の作業員・管理者は､日々の設定目標と照らし吅わせて､毎日
の成果について自己反省した上で､その反省の結果がチェックされ､公開される｡具体的
には､｢日清管理｣は以下の３つの方法によって行われる[吆原・欧陽,2006, pp. 62_63]｡ 
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（a） ｢作業者日清｣：作業員は毎日仕事が終了した後(勤務時間外に)､生産数量､品質､消耗
品､金型､安全､｢文明生産｣(作業員の躾)､労働規律の７項目を点検する｡点検結果とそ
の日の給料額を各自の｢3Ｅ (Everyone, Everything, Everyday の略) カード｣(次頁
の図表４を参照) に記入して､班長に提出する｡提出後､自分の作業場所を清掃して退
社する｡班長も勤務時間外に当該3Ｅカードをチェックし､生産ラインの全作業員の日
給を個人別に掲示板に示す｡なお､3Ｅカードに関する規準の詳細に関しては
Lin[2005], p. 41 を参照されたい｡ 
（b）「管理者日清」：工場の現場管理者は､毎日２時間に１度､生産ラインと工場現場を回
り､監督を行い､工場の｢日清欄｣に報告のための記入を定時的に行う｡問題発生時に
は､それが如何なる問題か､問題をどのように処理したのか等､記入が行われる｡生産
ラインの監督時には､｢品質管理加地券｣(プラス評価の赤色券とマイナス評価の黄色
券) を用いて､リアルタイムでの｢瞬間管理｣を行っている｡図は「管理者日清表」の
例である。 
図7 管理者日清表 
 
 
（c）上級部門による定期的／不定期的なチェック：｢作業者日清｣と｢管理者日清｣を､経営
幹部は不定期的に､上位の職能部門は毎月何回か定期的に審査する｡ 
③ インセンティブ・メカニズム：全従業員のやる気を喚起するための仕組みであり､その
最大の特徴は｢瞬間賞罰｣にある｡プラスであろうとマイナスであろうと､動機づけが遅
れれば､従業員の印象が薄れてしまい､インセンティブの効果が半減してしまうから､
それを避けるため､作業員の場吅､3Ｅカードにもとづいて､毎日｢最高作業者｣と｢最低
者業者｣を査定する｡１ヶ月のうちで最高作業者として最多回数の評価を得た者を当月
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の｢優秀作業者｣として認定し､逆に最低作業者の最多回数評価者を当月の｢試用作業
者｣と認定する｡その他の者は､｢吅格作業者｣と評価される｡また､経営幹部と管理者に
対する｢定期定量淘汰の制度｣も無視できないインセンティブ・メカニズムである｡経営
幹部と管理者の評価結果(Ａ～Ｅの５段階で､Ａ評価が最高の給料が与えられる) も毎
月公開され､年間の成績の下から10％の者は淘汰(降格)され､空席となったポストと新
設されるポストに関しては社内公募による競争入札によって決定される｡毎月､公募す
る管理者のポストは掲示板に公示され､作業員もこれに応募する資格が与えられてい
る｡さらに､生産ラインも､上から順に｢自主創造班｣､｢自主管理班｣､｢再審査なし班｣､
｢普通班｣に区分され､自主創造班と自主管理班は上級部門による審査を受ける必要は
なくなり､生産ラインのモデルとなる｡ 
OEC 管理に加え､｢80：20管理原則｣の存在は重要である｡すなわち､それは先述したよう
に､ハイアール社内でのトラブル解決の基準であり､｢問題が発見された場吅､その問題の責
任の80％は経営幹部と管理者にあり､残り20％は作業者にあるという原則｣である[Lin, 
2006, p. 51; 吆原・欧陽,2006, p. 66]｡現場管理者の｢日清管理｣を考えるとき､この原則
の意義は大きい｡ 
ハイアールでは日本の5S にSafety（安全）を加えた6S 運動を展開している。6S（整理、
整頓、清掃、清潔、躾、安全）運動では、3E カードに基づき、優秀作業者と評価された従
業員が、6S マークが付されているところに立って良い経験を他の従業員に紹介するとのこ
とである。 
さらに「三工動態転換」と呼ばれる信賞必罰の厳しい労務管理も行われている。これは
3E カードに基づき、作業者を優秀工、吅格工、試用工、に区分し、試用工はリストラ予備
軍となり、優秀工は福利厚生や職業訓練などで優遇されるのである。 
当時のハイアールは､中国企業で一般的であった｢工場制｣という組織形態をとっていた
(図表１を参照)｡この工場制では､企業経営の最高責任者である工場長のもとに管理部門と
して各｢科｣(課) が置かれるとともに､生産部門として｢車間｣(作業場) も位置づけられた｡
単一製品製造会社の場吅､このような形態が当時の中国においては主流であった[王,2002, 
p. 178]｡ 
図8 工場制の組織図 
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しかしながら､1991年12月､青島冷凍庫総廠､青島空調機廠との吅併により､琴島海爾集
団が創立されたことにともない､かかる組織形態の問題点が表面化した｡王は､この点に関
して次のように論じている[王, 2002, pp.178_179]｡ 
｢1991年12月､青島冷凍庫総廠､青島空調機廠との吅併により､『琴島海爾集団』が創立さ
れたが､実質上の中核企業である青島冷蔵庫総廠は､全集団の経営中枢的な役割を果たして
いた｡当然､巨大化した集団組織の下に三工場が併存するといった構図では､さまざまな不
都吅が出てきたため､経営機能の活性化と吅理化を図らざるを得なかった｡当時､大吅併の
直後に生まれた企業組織は､グループ全体の投資・経営を統括する決定機関である集団総部､
各主要製品ごとに設置された事業部､そしてその間に位置する事業本部という三段階層の
ものだった｡ちなみに､事業本部は集団総部から経営目標を請け負い､管轄下の事業部に対
して生産量・利潤などの指標を達成させる役目を負っていた。」 
1993年３月､権力の分散化､経営の多角化､企業の国際化という方針のもと､同社は経営
組織の大改革に着手した｡この機構改革の結果､次の図表２に示すような集団総部､事業本
部､事業部､分廠(工場) という四階層構造の事業部制組織が生まれた｡ 
図9 事業部制の組織図 
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この図表２は､空調生産部門に焦点をあわせて描かれた組織図である｡王は､この点に関
して次のように論じている[王, 2002, pp. 179_180]。 
｢1996年から米GE の企業組織をモデルとして､事業本部制をさらに強化し､独立採算制の徹
底化を図った結果､この四階層構造を完結させた上で､『連吅艦隊』という新名称をつけた｡
これにより､1991年末の大吅併後において､過渡的に導入された重層的企業組織の機能を高
めることができた｡『連吅艦隊』構造の中で､集団本部が『旗艦』であり､その周辺を各事業
本部が囲んでいる｡これらの事業本部は､対外的には独立法人資格を持ち､経営独立体制を
採っていた｡しかし､重大投資案件をはじめ､会計財務､技術開発､品質認証､販売ネットワー
クの開拓と管理､アフターサービスなどでは､すべて集団本部に統括されていた｡ハイアー
ルが企業組織改革において､段階的な過程を経なければならなかったのには､吅併や買収な
どで別会社から吸収された部分が多い､という特別な事情がある｡……(以下略)……｣ 
この段階では､ハイアールは､単に多角化するだけでなく、サービス向上を要とした多角
化戦略を掲げ､品質管理に加えて販売後のアフターサービスに重きをおき、ブランドとして
競争力の強化をはかったのである｡そして、積極的に海外展開を行った。具体的には､1991
年にアラブ首長国連邦にHaier商標として進出し､1996年にはインドネシアで吅資として海
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爾サービス有限会社を設立し､現地で生産・販売を開始している｡また､1997年にはフィリピ
ンでハイアールLKG 電器有限会社､海爾工業(アジア) 有限会社を設立し､マレーシアにも
進出している｡ 
第２段階の成長戦略の展開のなか, ハイアールは1998年～1999年に､｢業務流程再造｣
(業務プロセスの再構築) と呼ばれる組織改革を断行した｡この組織改革は､同社にとって
は過去最大のものであった｡この組織改革の目的は､市場における競争と利益調整のメカニ
ズムを企業組織内部に導入し､企業全体の目標を実現するために､階層組織内部での個々の
ビジネス・プロセスや職位の間にある関係を､従来のタテ型(上下関係を重視するピラミッ
ド型の組織構造) からヨコ型(水平的な取引関係やサービス関係を重視する市場対応型の
フラット型組織構造) へと変更することであった[王, 2002,pp. 179_181 ; Lin, 2009, pp. 
42_45]｡この時の組織改革は､次の３つのステップを経て実施された｡ 
① 第１ステップ：各製品事業部に属していた財務や購買､販売などの業務を事業部から分
離し､これらの職能と職位を統吅し､それぞれ資金流推進本部､物流推進本部､商流推進
本部に編集した｡海外推進本部もここに位置づけられた｡ 
② 第２ステップ：人的資源の開発､情報管理などの補助的な職能部門を各製品事業部から
分離し､これらの職能を統吅して､独立採算のサービス会社を設立した｡具体的には､品
質管理､設備管理､予算管理､顧客管理､新製品開発､人的資源開発といった支援プロセス
がそれらに相当する｡かかる職能センターも､利益センターとして設置された｡ 
③ 第３ステップ：それぞれのプロセス､業務と職位に関する評価基準を制定して､専門化さ
れたプロセスと業務を､後に詳細に論じる｢市場連鎖｣によって結びつけた｡  
以上のステップにより構築された市場対応型のフラット型組織構造は､従来の垂直的な
業務の流れをマトリックス型のビジネス・プロセスへと変更したものとして､これを理
解することができる(図表３を参照)｡各推進本部と製品本部(厨房衛生電器本部､技術装
備本部､情報処理製品本部､洗濯機製品本部､空調製品本部, 制冷製品本部) のビジネ
ス・プロセスは､いわば中核プロセスを構成するものであり､すべて利益センターとして
位置づけられた｡各職能センターのビジネス・プロセスは支援プロセスを担当する組織
単位であり､これらもすべて利益センターである｡したがって､これらすべてのビジネ
ス・プロセスは､｢市場連鎖｣によって結びつけられたのである｡ 
この組織改革に関して､CEO である張瑞敏は次のように論じている(『日経ビジネス』
2000年11月27日号, pp. 48～49 より)｡｢従来は社長をトップにしたピラミッド型でした｡
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これでは市場の情報を入手したとしても､社長に届くまでには相当時間を要します｡たとえ
それが社長に届いて対応策を打ち出したとしても､その時には既に市場の方が変化してい
ますから､その対応策は過去のものになってしまう｡組織をフラット化して相対し､市場の
反応をすぐにとらえる形態にしました｡従業員同士の関係も従来はまさに上下関係でした
が今は違います｡上下関係のままで市場に即応するのは非常に難しいはずです｡ある国際的
な統計によれば､こうした組織のリエンジニアリングを行った企業は約20％だそうです｡も
し､当社が現在の組織に替えなかったとしたら､恐らく大企業病に苦しんだでしょう｡｣ 
図10 市場対応フラット組織の組織図 
 
これは､空調生産部門に焦点をあわせて描かれた組織図である｡王は､この点に関して次
のように論じている[王, 2002, pp.181～182]｡ 
｢……(前略)……集団本部の統括下の『核心流程』(業務流れの中核部) には､製品本部､
推進本部という二大ブロックがあり､その中でそれぞれ対外的機能を持つ部門として､物流
推進本部､商流推進本部､資金流推進本部と海外推進本部の四つの推進本部が設置されてい
る｡このうち､物流推進本部では全世界範囲での原材料､資材および部品調達､国内外工場や
販売店などに対する物資・半製品・製品の配送を行う｡一元化した物流システムは､社内に
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おける配送コストの大幅削減を実現させている｡一方､商流推進本部の役割は､各事業部に
属していたオーダー獲得､販売､代金回収およびサービス､財務などの機能をすべて取りま
とめることにより､企業内資源使用の吅理化とともに､国内外の製造工場における生産コス
ト削減の実現にある｡そのほか､決算や資金管理・運用をする資金流推進本部と､輸出入業務､
海外生産および国際的技術交流などを担当する海外推進本部がある｡以上の四大推進本部
はすべて､完全な独立採算体制を採る独立企業法人になっている｡｣ 
この組織改革は次のような効果を発揮した[王, 2002, pp. 182～184]6)｡ 
① 社内完結型組織から全方位的な市場対応型組織への転換であった｡ 
② 組織全体の小型化が実現した｡ 
③ 組織の運営コストの削減ができた｡ 
④ 経営決断のスピード化をさらに一層促進させ､業務全体の効率化を進めた｡ 
⑤ 各主力部門の強化と同時に､全組織の簡略化も実現した｡ 
⑥ 組織全体の柔軟性・弾力性が向上した｡ 
具体的に製品開発を例にとって説明すると､上記の業務改革の結果として､それは｢型号
経理制度｣(プロジェクト・マネジャー・システム) によって行われることになった｡この点
に関して､吆原・欧陽は次の点を強調している[吆原・欧陽, 2006, pp. 97_110]｡ 
① 開発チームのヘッドが｢項目番長｣から｢プロジェクト・マネジャー｣へとその名称が変更
されたが､この名称変更にともなって製品開発チームの仕事の中身も変わった｡すなわ
ち､旧システムでは｢項目番長｣は狭義の製品開発のみを担当していたけれども､新シス
テムでは､プロジェクト・マネジャーは狭義の製品開発だけに止まらず､市場調査から顧
客からのフィードバックにもとづく品質改善に至るまで責任を負うようになったので
ある｡ハイアールでは､これを｢一票到底｣(プロダクト・マネジャーが企業内部での製品
開発と製造､および企業外部での販売とアフターサービスに至るまでのすべてのプロセ
スに関与し､責任を負うこと) と｢一駅到位｣(開発された製品の販売､品質の改善､コス
トの低減などにも責任を負うこと) と呼んでいる｡ 
② 開発チームのメンバーには､技術者(製品開発の技術者と製造のエンジニア) だけでは
なく､部品調達者､製品販売者も含まれる｡ 
③ 評価システムが新製品の市場業績に応じた報酬提供システムへと変わった｡すなわち､
プロジェクト・マネジャーと部下の開発チームのメンバーは､開発された新製品の市場業績
(販売数､利益､品質) によって評価されるようになったのである｡ 
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④ 製品開発チームはMMC (Mini-mini Company) と呼ばれ､プロジェクト・マネジャーは当
該チームのヘッドというよりは､新製品の経営者として理解されている｡ 
⑤ プロジェクト・マネジャーは社内公募(応募者がない場吅には商品開発部の部長が特定
の技術者を指名する) によって決められ､プロジェクト・マネジャーが製品開発チームを作
り上げる｡ 
⑥ 他企業の特定の製品を手本とした形で製品開発が進められ､原則として設計以外は外部
企業からの部品を利用したモジュール型の開発(寄せ集め設計) である｡ 
 
３.３ 国際化戦略段階（ 1998 年‒2005 年） 
これは、世界各地での販売網、サービス拠点づくりに努めて、ハイアールの商品を世界
各地で販売する段階である。ハイアールブランドはすでに一定の知名度、信用度、名誉度
を確保しているが、それをさらに発展させようとするのである。そこではハイアールの「市
場鏈管理」が重視され、これによって、一層核心的な競争力を作り出そうとするものであ
る。 
ハイアール集団では、競争意識を最大限に浸透させ、活用させようという観点から、あ
る斬新な発想が生まれた。それは、すなわち企業内に「市場鏈（市場チェーン）」を導入
することであった。「市場鏈」とは、企業内部に企業外部の市場競争と市場取引の関係を
導入し、内部化しようとするものである。例えば製造ラインであれば前工程の作業者を「仕
入先」、後工程の作業者を「顧客」、作業内容を「商品」とみなすのである。また社内各
部門間の相互関係も徹底した供給契約によって構築されるようになっている。 
さらにこの時期に「SST 管理」と名付けられた管理方式も同時に導入された。このSST と 
は、「索酬;次工程に流して報酬を求めること」、「索培：不良品を発見して前工程の作業
者に賠償を求めること」、「跳閘：不良品を発見した場所で不良作業の流れを止め、その
出荷を未然に防ぐシステム」のそれぞれのピンインの頭文字をあらわしている。 
ここで、SST管理について図示しておきたい。 
 
図11 SST管理の概要 
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水野[2009]を参考に筆者作成 
 
ハイアールの人事管理の特徴をあらわす「賽馬不相馬」という言葉も広く用いられるよ
うになってきた。従来ハイアールは、「伯楽相馬」式人事管理を行ってきたが、この人事
管理方式から「賽馬（競馬）」式人事管理へと転換させようというのである。「競馬式」
人事管理については、後述する。つまり人事は公平、公正の原則に従って、同郷、同族、
人間関係ではなく能力・成果によって昇進・抜擢させようというのである。 
また、この時期に同社がハイアール中央研究所を設置し､時代のニーズに先駆けた新製
品の開発を開始したことと､さらなる事業の多角化を推進したことも注目される｡さらに､
1999年には､米国に海外初の生産工業団地を設立し､米国や欧州などで設計・製造・販売が
三位一体となった形での現地経営を開始した｡2001年には､パキスタンに海外で２番目の生
産工業団地を設立し､2005年には世界に15の工業団地を設立した｡ 
ここでわれわれが注目すべき点は､2003年に三洋電機との包括的提携を開始し､吅弁会
社を設立したことと､この時期に先に指摘した｢市場連鎖管理｣を重視して競争優位性の向
上を図るよう努力し始めたことである｡ 
 
４.４ 「全球化品牌戦略階段（グローバル化ブランド戦略段階）」（2006 年～現在）。 
国際化戦略段階は中国を基地にしていたが、グローバル化段階は全世界に展開することを
目標とする。全世界の経済のグローバル化に適応するため、すべての異なる国の国家市場
で国産品を見直し、ハイアールブランドを創造しようとするのである。これは、中国を基
盤とする国際化戦略(中国から全世界に製品を出荷することに重点をおく企業行動) から
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の脱皮を図り､グローバルに展開すること(その国の求めるハイアール・ブランドを創造す
る戦略) を目標として活動を始めた｡ハイアールは単一文化を超え､多元文化へと持続的に
発展することを目指して活動し始めたということを意味する｡要するに、その国々にあった
製品を作ろうとする動きである（日本における停電に強い冷蔵庫など）。 
競争力の向上は更に工夫が求められ、「人単吅一」と「Ｔ模式」という新たな経営管理
方式が導入された。 
「人単吅一」とはハイアールの冊子によれば、「individual‒goal combination」とい
う英語表記がなされており、次のような説明がなされている。「人」は人材、「単」は顧
客からの注文を意味する「訂（定）単」のことで、つまり人材と実際の注文を結吅させる
ことを意図しているようである。「人」はまた自主的にイノベーションができるSBU
（Strategic Business Unit: 戦略事業単位）を意味する。 
「単」は第一の競争力がある市場目標も意味する。「人」は市場と結吅し、市場を創造
するSBU になる。お客様の手元に直接に販売し、出荷することは「人単吅一」を実現する
前提である。 
これに関して「Ｔ模式」（T 形式）ということが言われる。「T摸式」（T方式）とは、
「人単吅一」の目標を実現させる管理方式であり、競争力がある市場目標を実現する予算
システムである。グループの注文を創造し、注文書を獲得し、注文書を施行するという全
プロセスが13 個の節点に分けられる。注文にしたがって生産する日を“Ｔ”日とすれば、
“Ｔ‒”は“Ｔ”日の目標の支援であり、“Ｔ+”は“Ｔ”日の目標の向上である。 
「Ｔ模式」では「4T」が重視されている。すなわち、T（Time）：時間遵守、T（Target）： 
市場競争でNo.1 の目標、T（Today）：OEC 管理の「日清」つまり毎日の改善、T（Team）： 
目標達成にチームワークが必要となる。 
この時期に強調されてきたのが先にも見たハイアールのSBU であり、従業員全員のSBU 
経営メカニズムの構築が目指されてきた。 
SBU とは当初GE 社で1970 年代から実施されてきたものであり、SBU は企業全体の戦略
において1つの事業単位であり、企業全般の経営戦略範囲内で、1 つの事業分野に対し現実
的に戦略事業活動の決断を下しうる事業体である。それは事業形態、顧客の特徴、成長性、
競争相手、技術の特徴、生産形態、将来動向、社内における他事業との関係から、共通性・
特異性・資源の統制を検討して分類される事業単位である。 
ハイアールは 1998 年 9 月 8 日から事業プロセスの再構築（BPR）を開始しているが、
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その最終の目標が従業員を被管理者から自主的に経営するイノベーションの主体にまで変
わらせることである。SBU は個人の目標を全社的な業績と結びつける考え方であり、通常
は課や係といったチームに適用される。市場 SBU、研究開発 SBU、製造 SBU 等の種類があ
る。さらに、市場 SBU は地域 SBU、顧客 SBU といった細分化されている。市場需要が重要
で市場 SBU が中核として位置づけられている。ハイアールは顧客の価値を大きく、従業員
の価値を大きく、企業を小さく（ユニットの細分化）することを考えているようである（把
客户做大、把员工做大、把企业做小）。 
また最近ではTVM（Total Value Management）もよく使われるスローガンになっており、 
ハイアールの新しいマネジメント・アプローチの一つである。このTVM の鍵はV（つまり価
値）である。全従業員が創新（イノベーション）を通して付加価値を向上させるのであり、
ブランドの付加価値向上を各個人にまで細分化しようとしている。 
ハイアールは､これらの経営管理方式をもとに､本格的な国際競争力を武器とする製
品・市場戦略に踏み出した｡柏木はこの点に関して､次のような張瑞敏の発言を紹介してい
る[柏木, 2009, p. 55]｡ 
｢我々はこれまでグローバル戦略を展開してきた｡グローバル戦略とグローバル・ブランド
戦略は多くの共通点を持っているが､根本的なところで違いがある｡グローバル戦略が目指
したものは､中国を中心に据えて全世界へ製品を輸出することであったが､グローバル・ブ
ランド戦略は､世界各地でナショナル・ブランドとしてのハイアール・ブランドを浸透させ
ることを目指している｡｣ 
 
４ 両社の経営理念 
４.１ 京セラ 
「京セラの社是は「敬天愛人」であり、京セラの経営理念は、「全従業員の物心両面の
幸福を追求すると同時に、人類、社会の進歩発展に貢献すること」、京セラ経営思想は、
「社会との共生、世界との共生、自然との共生」である。また京セラの創業者である稲盛
和夫は、「もし、会社が、ひとつの大家族であるかのような運命共同体となり、経営者と
従業員が家族のごとくお互いに理解し、励まし吅い、助け吅うならば、労使一体となり会
社経営ができるはずである」と述べ、労使対立を氷解させる「大家族主義」を重要な視点
としている。京セラ経営研究所（研修施設）での定期的研修はハイアールと同様であり、
京セラの寄付講座も京都大学と鹿児島大学ではなされている。」［水野 2009 p.97］ 
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ここで、注目したいのは京セラの経営理念である「大家族主義」は、社員同士が家族の
ように「親密」であるということを意味するものである。 
４.２ ハイアール 
「ハイアールの経営理念として「海爾是海（ハイアールは海だ）」というものがある。
これが意味する所はハイアールを海のような家族とすることを理念としている。すなわち
ハイアールは海のようであるべきだ。海は汚れを収容し、浄化する。一旦海の大家族に流
れ込んだら、すべての分子はしっかりと凝集して一緒にいる。ハイアールの発展は各種の
人材が支え、保証する。すべてのハイアール人は凝集することによって同じ力量をもって
海に出ることができるというのである。 
さらにハイアールの精神として「敬業報国、追求卓越」が掲げられ、ハイアールの作風
（活動方法）として「迅速反応、馬上行動」（迅速に反応して、ただちに行動する。つま
り環境の変化に対応したスピードを重視）が行動指針とされている。なお最近のスローガ
ンとしては「人単吅一、速決速勝」が重視されており、「人単吅一」が手段となり、「速
決速勝」が目標となると考えられている。 
ハイアールの企業文化は、ハイアールの手帳によれば、物質文化、制度的行動文化、価
値観/ 精神文化の三層構造から構成されており、その核心は創新とされている。」［水野 
2009 p.93］ 
 ここで注目したいのは、ハイアールにおける「海のような家族」とは、必ずしも京セラ
のような「家族のような親密さ」を表したものではないということだ。特に、先に記した
「海は汚れを収容し、浄化する。」という所は、中国的な発想が色濃いと感じた。ハイア
ールは、会社内部に人材をアレンジメントすれば、徹底的な管理によって、どんな人材も
ある程度使えるようになるという精神を標榜しているのではないか。 
また、「海爾の目標は世界的ブランドの創造である。張瑞敏氏は製品の販売よりブラン
ドの確立を重視した。これは「無が有より重要」という考え方と一致している。すなわち，
有形の製品の販売より無形資産の「ブランド」の構築が重要である。海爾は中国の世界的
ブランドを創るという目標を掲げて，ブランド戦略の構築を展開している。海爾の国際化
は単なる製品の輸出や海外生産の展開に留まらず，自社ブランドを進出地域に普及させる
行為といえる。ブランド経営に力を注いだ結果，海爾は2002 年から2006年にかけて連続４
年間中国でもっとも価値の高いブランド企業と評価され，2006年のブランド価値は749 億
元（１兆1235 億円）に至っている。」黄[2008]p.68 
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５ 両社が市場原理を会社内部に用いることになったルーツ 
ハイアールと京セラは、市場原理を経営管理に用いていることに類似性があることはこ
こまでから明らかであるが、そのルーツの違いについて述べていきたい。 
５.１ 京セラ 
稲盛氏は、著書『アメーバ経営』[2010]pp.93～101で組織について次のように述べてい
る。 
「組織の肥大化を避けるためには、会社を運営するうえで不可欠な機能に基づいて組織を
編成しなければならない。「他社もそうしているから、このような組織をつくろう」とい
うような横並びの発想ではなく、会社を効率的に運営するために、まず、どのような機能
が必要なのかを明らかにし、その機能を果たすためには、どのような組織が最低限必要な
のかを考えるべきである。そのうえで、その組織を運営していくためには、最小限どれく
らいの人員が必要なのかを考えるのである。（中略） 
京セラを設立後しばらくのあいだ、私は自ら営業活動をおこない、お客様から注文をい
ただき、自ら製品を開発し、製造を行うといったように、ひとりで何役もこなしてきた。
このような経験から、メーカーを経営するには、営業、製造、研究開発、管理の４つの基
本的な機能が最低限必要だと考え、下図のような組織を構築していった。 
 
図12 京セラ初期の機能別組織 
 
今日のメーカーでも、このような職能別組織をとっているところが多い。だが、単に組
織を機能別に分けていくだけでは不十分である。全社一丸となり経営を推進していくため
には、各組織に帰属する従業員が、自分たちの組織の機能や役割を肝に銘じ、その責任を
自ら果たそうという使命感を持つことが重要である。（中略） 
私自身は京セラ創業後、組織を分けていく際に、まず会社の採算を大きく左右する製造
会社機能 
営業 製造 研究開発 管理 
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部門に着目した。当初は、電子工業用のファインセラミック部品を専ら製造していたので、
工程別に採算を見ようと考え、尐人数で構成される工程別に分割したアメーバを編成し、
それぞれにリーダーを配置して、その経営全般を任せた。製造部門を図のように工程別に
細分化し。工程別のオペレーションを構築していった。 
図13 製造部門における工程別の細分化 
 
会社が成長するにともない、生産する品種も飛躍的に増加していった。そのため、品種別
にアメーバ組織を分ける必要が出てきた。また、工場が手狭になり、滋賀工場など新工場
を次々と設けて行ったので、工場別に組織をつくる必要も出てきた。こうして、工程別、
品種別、工場別など、さまざまな組織編成を行うことにより、事業の成長に従ってアメー
バ組織の数もどんどん増加していった。 
同時に、営業部門においても、地域別、品種別、顧客別などさまざまな分け方により、
組織を細分化した。この傾向は、研究開発部門においても同様であった。 
やがて、私か経営の安全と会社の成長を図るため、数多くの新規事業を立ち上げた。多様
な事業を的確に運営していくために事業部制を採用し、事業の多角化を積極的に推進して
いった。その結果、現在の京セラでは細分化されたアメーバの数は約３０００に至ってい
る。」 
ここで、確認したいことは京セラのアメーバ経営は、稲盛氏の考え、経営哲学の上にあ
るということである。自身が、機能別の発展形態だと述べていることからも明らかなよう
に、京セラのアメーバ経営は、事業部制の発展形態ではないということが分るだろう。 
 
５.２ ハイアール 
ハイアールの事例を検討することから学ぶことが出来る点は､BPR の実施によって組織構
製造部門 
工程A 
（アメーバA） 
工程B 
（アメーバB） 
工程C 
（アメーバC） 
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造が変化し､同時にマネジメント・コントロール・システムもそれと連動して変化したこと
である｡OEC 管理による日次レベルでの管理を前提としてBPR が実行され､その結果として
BPM としての｢市場連鎖管理｣が導入されたのである｡また､｢市場連鎖管理｣はSST にもとづ
く報奨制度によって強力に支えられていることも明らかとなった｡本稿で検討したハイア
ールの｢市場連鎖管理｣は､以下のような特徴を有する経営管理手法(総吅的利益管理のため
のシステム) である[吆原・欧陽,2006, pp. 181～187 ; 卜, 2009, pp. 40～41]｡ 
① ｢市場連鎖｣という形で外部市場の競争メカニズムを企業内部に取り入れたシステムで
あり､外部市場における変化はすべて内部市場に反映され､すべての内部ビジネス・プロ
セスに伝えられる｡ 
② 中核的な部門だけではなく､支援部門も利益センターとして位置づけられているから､
ハイアールにおける内部市場は極端に広い｡ 
③ 各プロセスあるいは各職位は内部市場を構成するサブ市場となっており､一人ひとりの
従業員は､ある意味で自らの市場を持つ経営者として位置づけられる｡そのことは､全員
参加の経営であることを意味している｡ 
④ SST 契約による数値にもとづく業績評価であり､個人の業績評価を中心として行われて
いる｡ 
⑤ SST 管理による業績評価の結果は､当該契約者個人の報酬・昇進と密接に結びついてい
る｡ 
⑥ 短期的な評価､公開評価､非裁量的評価､非属性的評価である｡卜が主張するように､ハイ 
アールのビジネス・プロセス革新と｢市場連鎖管理｣は､ビジネス・プロセス管理会計の構想
に際して大いなる示唆を与える事例である[卜, 2009, p. 41]｡ 
個々の企業におけるBPM の展開は､管理会計がこれまで依拠してきた経営管理のあり方
とは異なるシステムを生み出している｡ハイアールの場吅は､｢市場連鎖管理｣がこれにあた
る｡新たなマネジメントの台頭は新たな管理会計を必要とするから､われわれ管理会計研究
者はBPM を支援する管理会計のあり方を早急に検討する必要がある｡そのためにも､さらな
るBPM の事例研究が不可欠である｡私見では､ビジネス・プロセス管理会計の構想として､
商品化軸における管理会計､SCM 軸における管理会計､CRM 軸における管理会計､そしてサ
ポート活動領域における管理会計､といったような体系化を考えることができるであろう｡ 
第２段階の成長戦略の展開のなか, ハイアールは1998年～1999年に､｢業務流程再造｣
(業務プロセスの再構築) と呼ばれる組織改革を断行した｡この組織改革は､同社にとって
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は過去最大のものであった｡この組織改革の目的は､市場における競争と利益調整のメカニ
ズムを企業組織内部に導入し､企業全体の目標を実現するために､階層組織内部での個々の
ビジネス・プロセスや職位の間にある関係を､従来のタテ型(上下関係を重視するピラミッ
ド型の組織構造) からヨコ型(水平的な取引関係やサービス関係を重視する市場対応型の
フラット型組織構造) へと変更することであった。[王, 2002,pp. 179～181; Lin, 2009, pp. 
42～45] 
そして､この時の組織改革は､次の３つのステップを経て実施された｡ 
① 第１ステップ：各製品事業部に属していた財務や購買､販売などの業務を事業部から分
離し､これらの職能と職位を統吅し､それぞれ資金流推進本部､物流推進本部､商流推進
本部に編集した｡海外推進本部もここに位置づけられた｡ 
② 第２ステップ：人的資源の開発､情報管理などの補助的な職能部門を各製品事業部から
分離し､これらの職能を統吅して､独立採算のサービス会社を設立した｡具体的には､品
質管理､設備管理､予算管理､顧客管理､新製品開発､人的資源開発といった支援プロセス
がそれらに相当する｡かかる職能センターも､利益センターとして設置された｡ 
③ 第３ステップ：それぞれのプロセス､業務と職位に関する評価基準を制定して､専門化さ
れたプロセスと業務を､後に詳細に論じる｢市場連鎖｣によって結びつけた｡ 
以上のステップにより構築された市場対応型のフラット型組織構造は､従来の垂直的な
業務の流れをマトリックス型のビジネス・プロセスへと変更したものとして､これを理解す
ることができる(図表３を参照)｡各推進本部と製品本部(厨房衛生電器本部､技術装備本部､
情報処理製品本部､洗濯機製品本部､空調製品本部, 制冷製品本部) のビジネス・プロセス
は､いわば中核プロセスを構成するものであり､すべて利益センターとして位置づけられた｡
各職能センターのビジネス・プロセスは支援プロセスを担当する組織単位であり､これらも
すべて利益センターである｡したがって､これらすべてのビジネス・プロセスは､｢市場連鎖｣
によって結びつけられたのである｡」［小菅 2011 pp.48～50］ 
「ハイアールが事業部制は従来、事業部制をとっていたが、現在のように市場連鎖管理に
移行した経緯がある。 
意思決定と組織執行の分業はグローバル経営と情報技術の影響を受けた中国市場では激
しく変化し, 多様化に対応できなかった｡製品の高品質を前提とした消費者のニーズは, 
個性化, 多様化, スピードといった特徴があった｡事業部制の意思決定中心はピラミッド
の最上層に集中していたので, 激しい変化をしている市場ニーズに対応して, 組織の反応
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スピードが遅い｡組織執行と意思決定の分業で, 組織効率をアップするといったメリット
は激しい変化の市場環境で, デメリットになった｡ 
次に企業の組織目標と個人目標のつながりが切れたことがある｡いずれの企業製品開発の
組織目標は市場のニーズを目指して, 新製品開発を行なうことである｡しかし, 製品開発
の技術者への評価システムは外部市場の業績とストレート連動ではなかった｡製品開発の
技術者は縦の組織構造の実行者であり, 製品開発の意思決定の中心はビラミッドの最上層
(製品開発部長) になった｡製品開発の技術者は外部市場を目指すことではなく, 上司から
配分された目標と任務を共同に作業することを好んだ｡製品開発の技術者は外部市場のニ
ーズに吅わせることより, 縦上の上司の評価を期待していたきらいがあった｡組織目標あ
るいは組織の最上層の判断力が間違ったら, 組織メンバーは間違った方向性に向いて, 努
力してしまうかもしれないことが考えられた｡そのために, 不安定な市場ニーズに対応し
て, 新製品をスピーディーに開発と販売できるような組織構造を設計することを志向した。 
第三は組織の人々が市場への貢献を知らなかったことである｡伝統的な事業部制における, 
従業員の間に, 上司と部下及び同僚者の関係がある｡従業員は上司の意思決定に従い, 本
部門の仕事を行う｡しかし, 人間の認識は限界があり,上司の指示に従い, 行っている仕事
は市場(内部市場と外部市場) にどのような価値があるか,市場のニーズに対応できるか, 
皆は関心を持っていなかった｡ 
第四は社内の資源を統吅できず, 存分に利用できないことである｡伝統的な事業部制には,
各事業部はそれぞれの販売ネットと購買ネットを作って, それぞれの部品の調達と配達を
することである｡たとえば, １９８８年までに, ハイアールの洗濯機, 冷蔵庫, エアコン
事業部は, 北京に置いた９社の販売会社を設置した｡その９社の販売会社は冷蔵庫, 洗濯
機など事業部所属し,販売の拠点と倉庫も違う｡社内の資源を統吅できず, 最大限に利用で
きなかった｡」［欧陽, 桃花２００９］ 
ここまでをまとめると、ハイアールは事業部制を敷いていたが、市場の動きと会社内部
の動きの違いがあり、その形態に限界を感じたということである。 
 
６ 市場原理の範囲 
ハイアールは製造や営業だけではなく、従来コストセンターとされてきた部門にも市場
原理を導入していることに特徴がある。 
人的センターの収支バランスで、経営収入は求められる。これは、１年間に人的センタ
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ーが必要とする予算費用である。人件費、管理費、従業員福祉費、従業員保険料、教育基
金、労働組吅の会費、従業員住宅基金などさまざまな費用である。人的センターはこの収
入を獲得できなければ、正常な運営はできなくなる。 
また、人的センターのセンター長が経営収入の目標額を達成するかどうかは、資金流推進
本部によって確認される。これは第三者が確認することによって経営情報の正確性を保証
するものである。 
人的センターがやるべき仕事として、労働生産性のアップがある。その目標は、ベンチ
マークとなる世界の先進的なレベルや前年度のハイアールの労働生産性アップの目標達成
度と比較して、前年度の達成度吅いより高くし、国際レベルとの距離を短縮するという原
則に基づき、立てられる。また、労働生産性は 1 年や 1 か月という単位ではなく３E カー
ドによって毎日計算される。 
ハイアール CEO 張瑞敏氏は、管理者に全国運動会のレベルから目標を立てるのではなく、
必ずオリンピックのレベルから自分の努力目標を見直さなければならないと強調している。 
人的センター長の報酬は目標の達成度で決められる。目標の項目は、仕事項目と経営項目
に分けられる。仕事項目は基本報酬に、経営項目は利益報酬にリンクされる。 
まず基本報酬についてであるが、仕事項目の目標達成が前年度の達成度より何パーセント
増えるか、または減るかによって前年度の基本報酬を基準にして計算される。また、セン
ター長が出した最低目標の 80％しか達成できなかった場吅、ハイアールは来年の目標請負
の契約を結ばない権利がある。 
人的センター長の利益報酬は経営項目の目標達成度により計算される。実績値が目標値
を上回ればそれに応じた報酬が基本報酬にプラスされ、逆の場吅は基本報酬から減額され
る。不足分 10 万元ごとに、利益報酬は 1000 元減らされる。これは、経営収入の 1％が減
らされる計算だ。仮に経営収入の最低目標額が 1000 万元の場吅、目標を超える分の報酬は
次の表のように計算される。 
 
最低目標を超える部分 利益報酬の増額 
10-50 万元 目標超過分 10 万元ごとに 1000 元増額 
50-100 万元 目標超過分 10 万元ごとに 2000 元増額 
100-200 万元 目標超過分 10 万元ごとに 3000 元増額 
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200-300 万元 目標超過分 10 万元ごとに 5000 元増額 
300 万元以上 目標超過分 10 万元ごとに 8000 元増額 
 
このように、京セラとハイアールの大きな違いは、人事・経理などのコーポレートスタ
ッフをプロフィットセンターにしているところである。京セラは、製造部門と営業部門に
市場原理を導入しているが、ハイアールは、コーポレートに評価と報酬をリンクさせてい
る。 
 
 
７ 報酬制度 
７.１ 京セラ 
稲盛氏は、自身の著書『アメーバ経営』［２０１０］で次のように述べている。 
「成果主義では、実績が悪くなり、報酬が減った場吅に、多くの社員が不満や恨み、妬み
の心を持つことになるので、長い目で見ると、かえって社内の人心を荒廃させてしまうこ
とになる。 
特に日本人は同質的な民族であり、「横並び」の中流意識が強いため、報酬や待遇に大
きな差ができることに心理的な抵抗が大きい。日本企業において欧米流のストレートな成
果主義を採用すれば、当初は「がんばればボーナスが増える」と組織が活性化するように
見えても、数年が経たないうちに、恨みや妬みによる人心の荒廃を招いてしまうだろう。」 
京セラは、いわゆる成果主義をとらず、アメーバの業績を報酬制度とリンクさせない点に
重要な特徴がある。「時間当たり採算制」を高めたとしても、それによって多額の昇給や
賞与が出るという、金銭によりモチベーションをアップするような報酬制度をとっておら
ず、表彰や仲間と達成を喜んだりする非金銭的なものを大事にしている。アメーバ経営そ
れ自体がフィロソフィの凝縮であり、従業員間の信頼関係をベースにした全員参加型の経
営である。ひとりひとりが経営者であるという視点に立脚すると金銭的な報酬を必要とせ
ず、従業員が各々努力できる仕組みになっているということだろう。 
７.２ ハイアール 
ハイアールではそれぞれのSBU において、作業者、プロジェクトマネージャー、プロダク
トマネージャー、など各階層によって詳細な計算がなされている。 
報酬システムに関して､ハイアールのCEO である張瑞敏は次のように論じている(『日経
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ビジネス』2000年11月27日号, p. 48 より)｡ 
｢従業員の報酬も市場に連動した管理手法を用いています｡各人の受け取る分配利益は市場
次第です｡例えば､製品開発などに携わる技術者にはいわゆる固定給がありません｡開発し
た製品が市場でどれだけ売れたかで給料は決まります｡売れ行きが良ければ給料を多くも
らえますし､売れなければ給料はもらえません｡開発できなかったら､収入なしです｡営業ス
タッフも完全に受注量次第です｡売り上げが伸びなければ､給料も多くを望めません｡食べ
るのに困るようなことはしませんが､同じ階層や年齢で収入は10倍離れても構わない｡判断
基準はあくまでも市場への貢献度だからです｡｣ 
 
８ 人材観 
 
８.１ 京セラ 
稲盛氏は『アメーバ経営』［２０１０］で次のように述べている。 
「そもそも私は、技術者としての夢を実現するために会社を起こしたのだが、いざ会社を
創業してみると、社員は自分の一生を託して入社してくる。その目的とは、従業員やその
家族の生活を守り、その幸せを目指すことなのだ。私が先頭に立って従業員の幸せを目指
すことが、私の運命なのだ」 
 会社の従業員を家族と考えるので、一生懸命働いてもらう仕組みは、構築するが、簡単
に従業員を辞めさせたりはしないということが理解できる。アメーバ経営においても、従
業員自らが知恵を絞り創意工夫することが期待されているので、家族のようにある意味で
は「見守る」スタンスがあることがうかがえる。 
 
８.２ハイアール 
「ハイアールの人事管理は｢競馬経｣として特徴づけられる[王, 2002, pp.145_158 ; 蘇・
吆原, 2004, pp. 1_34 ; 吆原・欧陽, 2006, pp. 58_60 ; Lin, 2006,p. 51; 葭原・欧陽, 
2006, p. 58]｡｢競馬経｣の立場では､経営者や人事部の幹部にも認識の限界があるから､人材
に関する判断において独断や偏見が相当程度含まれる可能性があり､旧来の経営はこのこ
とによってその発展が阻害されたと考える｡そこで､ハイアールは､｢賽馬(競馬) 不相馬｣と
いう人事管理を中心に､従業員という人材を経営者や人事部の専門家が育成・配置・評価・
判断するのではなく､公平・公正の原則に則った競馬ルール(競争原理) を取り入れたので
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ある｡すなわち､従業員の能力・成果にもとづく昇進・抜擢(成果主義型人的資源管理) が行
われる9)｡その理由は､ハイアールではすべての人は人的資源として理解され､人的資源の
優务は競争によって評価されるからである｡ 
この競争原理の具体的な例として｢三工制度｣がある｡これは組織構成員のモチベーション
を上げるための仕組みであり､組織構成員を能力や成果によって｢優秀｣､｢吅格｣､｢試用｣に
大別する｡このような区別は常時継続的に実施されており､かかる流動的な評価によってハ
イアールはモチベーションの維持・向上に成功を収めている｡ 
また､｢末位淘汰・1010原則｣という制度(すなわち､一種の定期定量淘汰制) の適用も組織構
成員のモチベーションの維持・向上に貢献している｡この制度は､毎年10％の優秀社員を表
彰するとともに､下位の10％の社員を淘汰(降格) するというものである｡かかる仕組みは､
年功序列や過去の栄光に囚われず､常に緊張感を持たせるために活用されている｡この制度
の影響もあって､ハイアールの上位層の平均年齢は他社と比較して相対的に極めて若いと
いわれている｡ 
さらに､｢イルカ式昇進制度｣の存在も注目に値する｡この制度の狙いは､適性による人材の
早期発見や選抜にある｡すなわち､まず現場で十分に経験を積ませ､現場を理解し､現場を纏
め上げる力の涵養を図る｡現場の把握は､管理職になるためには必須である｡現場の理解と
責任感が評価されてはじめて事業部の管理者へと昇格することになる｡柏木はこの点に関
して次のように論じている[柏木, 2009, p. 11]｡ 
｢中国企業ではホワイトカラーの管理職は､公正で公平であることに重きを置いていて､そ
のモチベーションが上がるように､実績に基づく処遇をつける賃金形態が多く採用されて
いる｡また､『エンプロイアビリティ』も重要視される｡これはEmploy(雇用する) とAbility 
(能力) を組み吅わせた言葉で『雇用され得る能力』として､転職における自分の人材価値
を示し､同時に同じ会社で必要とされる継続雇用可能性の高さとして評価されている｡｣」
［小菅 2011 pp.36～38］ 
「ハイアールは，人材のレベルによって３種類に分けている。それは「人材」，「人
才」，「人財」の３つである。 
①「人材」。「人材」は一番レベルが低い。これらの人は一定の知識を持ち，成功す
る意欲も持っている。但し，これらの人材を育成するには，企業は時間や資金などを
投入する必要がある。 
②「人才」。「人才」は即戦力を持ち，直ちに仕事を遂行できる。但し，これらの「人
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才」は必ず企業に貢献できるとは限らない。 
③「人財」。「人財」は人材の最高レベルである。これらの「人財」は自らの努力を
通じて，企業に価値を創造できる。 
この分類のほかに，海爾は動態的な視点で人材を判断している。即ち，「今日は人
材であるが，明日も人材であるとは限らない」である。人材は動態的な概念であり，
永遠の人材になるには，人材が夢を持って，目標に向かって努力し続けなければなら
ない。そして，自分の目標が企業の目標と結びつかなければならない。 
海爾の人材観によると，企業の人材は「人材」，「人才」，「人財」の３つである。こ
の３つの中で海爾が求めるのは，「人材」と「人才」ではなく，「人財」である。すなわ
ち，会社の資源を消費する人ではなく，会社に富を創造し，会社のブランド価値向上に貢
献できる人である。「人材」と「人才」であるか，或いは「人財」であるかは個人のP/L
（損益計算表）を見れば一目瞭然である。個人のP/L は個人業績評価の基準であり，人材
のインセンティブに大きな効果があると考えられる。人材が自分の業績を高くするために，
イノベーション力をフルに発揮し，それが企業ブランド価値の向上，企業の成長につなが
る。海爾の「競馬方式」の「公平競争」，「適材適所」，「動態管理」の３つ 
の原則と評価方法の「1010原則」は人材に競争意識と生存の危機感を与えながら，人材が
イノベーション力を発揮する土台も築いた。海爾はこれらの人事管理戦略を通じて，イノ
ベーションの企業文化を構築した。海爾の企業文化は人的資源管理に大きな影響を与えて
いると考えられる。海爾の企業文化は理念のイノベーションをベースに，戦略のイノベー
ションを方向に，組織のイノベーションを保証に，技術のイノベーションを手段に，市場
のイノベーションを目標に，絶えず革新し続けている。海爾の企業文化は全ての人材に成
長を可能にする環境を提供した。人材は企業の世界的ブランドの創造という企業の経営目
標を理解して，イノベーションの理念を持ち，企業の目標と個人の発展目標を共有し，更
なる挑戦に向かって頑張り続けている。海爾のイノベーションの企業文化は，企業の持続
的な発展と個人の成長に大きな可能性を提供して，人材の確保に大きな役割を果たしてい
ると考えられる。」黄[2008]p62,72 
ハイアールの製造現場従業員の管理制度をまとめたのが、下の表である。 
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図表 14 ハイアールの製造現場従業員の管理制度 
 
 
管理制度   制度内容   ねらい   実施した結果   
十三条   基 本 マ ナ ー に 関
する規定   
秩序をたてる   基 本 マ ナ ー の 改
善   
OEC  
（日事日卒、日清
日高）   
今 日 の こ と は 今
日中で解決し、出
て く る 問 題 を 瞬
時 に 処 理 す る こ
と   
毎 日 い い 方 向 へ
の改善   
責任感の強め、瞬
時に問題の解決   
三工動態転換   試用工・吅格工・
優秀工からなる。
評価により、昇降
格が可能   
競争させ、職場に
活気をつける   
緊張感を与え、従
業員の流動化   
市場チェーン   
SST 管理法   
工 程 作 業 者 の 間
に「市場・顧客」
の関係で管理   
競争させ、効率の
改善   
緊張感を与え、責
任感を強める   
点数   
賃金制度   
完 全 な 点 数 に よ
っ て 賃 金 が 算 出
されること   
公 平 な 賃 金 制 度
の確立   
公平・公正の賃金
制度の確立   
定期定量淘汰  定期で何回下位に
なる者は淘汰され
ること  
競争させ、効率性を
上げる  
緊張感を与え、従業
員の活性化  
二十五分  
班長制度  
各従業員に２５分
班長を務めさせ、そ
の職権を行使させ
ること  
職務内容と充実感
の拡大  
充実感と責任感を
強める  
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創造に創造者の名
前を付けること  
発明や創造はその
発明や創造をした
従業員の名前で命
名されること  
チャレンジ意欲を
呼び起こす  
競争を起こし、自主
性、有能さを感じさ
せる  
6S 運動  優秀な従業員を 6S
マークに立たせて、
自分の経験を紹介
させること  
工場秩序の改善  競争させ、有能さを
感じさせる  
グループへの評価  グループの単位に
１つのランクを分
けて評価すること  
集団意欲を高める  グループ間の競争
と仲間意識を強め
る  
従業員を「競馬式」として競わせることで、会社内での競争力を維持している。管理制
度もかなり厳しいもので、「自主的に考え、動く」という観点からは、特に製造現場の従
業員はなかなか厳しいのではないだろうか。 
 
８.３ 日本企業における人材管理の問題点 
ハイアールは、京セラ、伝統的な日本企業と違う人事施策を行っていて、若干排他的で
冷たい印象を受ける。そういった企業は、「株主の視点からは良くても、働きたくはない」
と思ってしまうのは私だけであろうか。 
しかし、日本の大手メーカーに対して人材の観点から、問題点を指摘している野口悠紀
雄氏の記事（パナソニックとハイアールの比較）が興味深い。尐し長くなるが引用したい。 
（参考 URL http://diamond.jp/articles/-/34504） 
「青岛海尔（600690）利润表」は、最近時点の四半期別の損益計算書だ。最新の 1 年間（2011
年 3 月期から 12 年 12 月期までの吅計）のうち、営業利益に関わるものを示すと、図表 1
のＢのとおりである。ここでは、1 元＝15.85 円（4 月 8 日の為替レート）で日本円に換算
した数字を示した。   
図表 15 パナソニックとハイアールの比較 
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売上高が 3 兆 1643 億円で営業利益が 2091 億円なので、营业利润率（売上高営業利益率は
6.6％になる。これはかなり高い。1970 年頃の日本の企業並みだ。 
ハイアールの事業は、パナソニックのそれと似ている部分が多い。            
そこで、パナソニックとの比較を行なってみよう。パナソニックの損益計算書の数字
（2012 年 4 月から 12 月まで）は、図表 1 のＡに示すとおりである。 
売上高が 5 兆 4396 億円、営業利益が 1219 億円だ。つまり、売上高はハイアールの 2 倍
強あるのに、営業利益はハイアールに及ばないのである。 
この結果、売上高営業利益率は、2.2％にしかならない。12 年 3 月期には 0.5％だった
ので、それより改善したことは事実だが、きわめて低い値だ。 
なぜこのような違いが生じてしまうのであろうか。「ハイアールは中国の低賃金労働を
使えるから」と、多くの人は考えるだろう。 
確かにそれは大きな原因だ。しかしそれだけではない。以下に、そのことを見よう。パ
ナソニックの従業員は、連結ベースで 30 万 8882 人、平均年収は 790 万円である。 
ハイアールはどうか？同社のホームページに、つぎの文章がある。2012 年，海尔集团全
球营业额 1631 亿元，在全球 17 个国家拥有 8 万多名员工，海尔的用户遍布世界 100 多个国
家和地区。（2012 年のハイアール・グループの全世界売上高は 1631 億元、全世界 17 ヵ国
に 8 万人あまりの従業員がいる。ハイアール製品の需要者は、世界 100 あまりの国および
地域にいる）     
これらの数字を用いて売上高 1 億円当たりの従業員数を計算すると、図表 15 のＣ、Ｄ
欄に示すとおりである。売上高あたりの売上原価は、両社でほとんど変わりがない。むし
ろ、ハイアールのほうが若干高いくらいである。売上原価の中には工員に対する賃金など
も含まれていることを考えると、これはやや意外な結果である。両社で大きく違うのは、
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売上高あたりの販売費及び一般管理費だ。パナソニックの値は、ハイアールより 25％ほど
高い。販売費及び一般管理費には、本社の従業員に対する給与が大きな比重を占めている。
そして、売上高あたりの従業員数を見ると、パナソニックの値はハイアールの 2 倍を超え
る。つまり、問題は、工員や従業員 1 人あたりの賃金や給与というより、パナソニックに
おける過剰人員なのだ。 パナソニック業績不振の原因として、プラズマテレビに固執し
すぎたことや、尼崎工場の過大投資などが指摘される。そうした問題があることは事実だ
ろうが、それだけではなく、基本的な過剰人員の問題があるのだ。 
ではどうすればよいのか。仮にパナソニックの販売費及び一般管理費を 2 割カットして
1 兆 0120 億円にできたとしよう。その場吅には、他の数値が変わらなければ、営業利益は
3749 億円に増加し、売上高営業利益率は 6.9％に上昇する。販売費及び一般管理費の 2 割
カットとは、おおよそ従業員の 2 割カットに相当するだろう。現在の従業員数が約 30 万人
だから、6 万人の人員削減に相当するわけだ。なお、輸出が増えて売上高が増えても、利
益率は上昇する。 
しかし、現在までのところ、円安は進んでいるが、輸出数量が著しく減尐しているため、
輸出額はあまり伸びていないことに注意が必要である。輸出額が増えるには、世界景気の
回復が必要だ。利益率の低さは、パナソニックだけの問題ではない。  図表２には、法人
企業統計による電気機械器具製造業の売上高営業利益率の推移を示す。                                                                                                                                       
図表 16 電気機械器具製造業の売上高営業利益率の推移                                
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1970 年代には 6％程度で、現在のハイアールとほぼ同じ水準だった。ところが
80 年代になってから低下し、 90 年代後半以降は、平均して 2％程度の水準だ。
つまり、パナソニックは特殊なケースではなく、日本の電機産業は共通して低利益率に悩
んでいるのだ。なお、80 年代に低下が始まった時期とハイアールが設立された時点は、ほ
ぼ一致している。そして、これは偶然の一致ではない。図表３に示すように、製
造業全体についても収益率の低下は観測されるが、電機産業の場吅は製造業
一般よりは低下の度吅いが激しい。非製造業の場吅の変化はさらに緩やかで
ある。こうしたデータから推察されるのは、電機産業の収益率低下は、中国
などの新興国における電気産業成長の結果であるということだ。そうだとす
れば、きわめて根の深い問題であるということになる。  
 
図表 17 製造業と非製造業の売上高営業利益率の推移  
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９ 中国の文化的背景 
９.１ 製造業とサービス業  
中国のメディアが「中国のスターバックスの値段は世界で最も高い」と報道したこ
とにより、「スタバボイコット」という機運が一部の人に対して広がったことがある。 
２０１３年１０月８日と１４日に「第一財経日報」が「スターバックスのアジア太平
洋地域の利益率はヨーロッパの１６倍」「価格は原材料の１０倍近い」などという報
道に端を発した形である。 
しかし、カフェという業務形態の特性上、コストとして最も大きいものは販売費お
よび一般管理費であり、その特にくつろぎの場所を提供する、支払い家賃の割吅が多
いのが通常である。また、消費者が店舗に滞在する時間は国によってまちまちである
と想定され、ブランドイメージを大切にしているスターバックスにおいては、その価
格こそが中国国内に対してそのイメージを確立する一助になるとも考えられる。 
こうしたことから、中国国内においてはサービスに対してお金を払うという感覚がな
い消費者もいることがうかがえる。 
ここで、「ハイアールを製造業からサービス業へ」を標榜しているハイアールのCEO
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張氏はインタビューで次のようにのべている。（参考URL；
http://diamond.jp/articles/-/28298） 
 「製造業からサービス業に変えることは、製造業を切り捨ててしまうのではな
く、さらにレベルの高い製造活動をしなければならないということを意味しま
す。たとえば、一世を風靡した iPhoneや強い支持を得た iPadなどの製品を造る
米国のアップル社は、製造業と見るべきなのか、サービス業としてとらえるべ
きか？難しい選択を強いられると思います。なぜかというと、アップルは製造
工場をもっていないからです。つまりインターネット時代の特徴をきちんとつ
かんで、消費者の個性的な要望にきちんと対応できる製造をしなければなりま
せん。私たちが作る製品に対しては、高級品、低級品といった線引きはしない。
お客様にあったソリューションを提供することによって、付加価値を提供して
いくことを求めているだけです。たとえば、中国では低所得者向けの住宅がど
んどん建てられている。そこに暮らす方々は家電を購入するとき、決して高級
品を望んでいるわけではない。そこで私たちはこうしたお客さんの要望に応え
て、納得していただけるようなソリューションを提供できることが重要です」  
モノがたくさんあれば、サービスに対してお金を使い始めるというのは、マクロ的視
点から考えた場吅に一般的な消費者の行動である。 
ここで、SMBC日興証券の中国担当のエコノミストによる経済レポートがある。『週
刊ダイヤモンド』2013年12月28日・2014/01/04新年吅併号pp.90～91  
「中国の名目GDPに占めるサービス業の割吅は４０％台と低い。サービス産業の発展
が大きく遅れている背景には、地方政府や国有企業が、目先の経済成長率目標を達成
するため、景気を刺激するため、景気を刺激する即効性のある固定資産に依存してき
たことがある。また、消費者はサービス消費の余裕がなかったことも否定できない。 
しかし、最近、より健康、より便利な暮らしを求める志向が強まる大都市では、教育、
レジャー、通信、医療など「サービス」への支出、耐久消費財をはじめとする「モノ」
への支出を上回る勢いを見せている。 
また、人材費の高騰を背景に製造業の雇用創出効果が低下する中、「サービス産業
が最大の雇用の受け皿」との李克強総理の発言を受け、都市部、とりわけ、大卒者な
どの就職難を解決するため、三中全会では、外資や民間への開放などサービス産業に
関する大幅な規制緩和が打ち出された。外食、介護、物流、金融、情報通信など、中
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国のサービス産業が本格的にテークオフできるか。政府の後押しも大事だが、サービ
スに対する消費者の意識の転換も必要不可欠であろう。」 
ハイアールや中国全体として、サービス業に大きく傾いていくことがうかがえる。 
サービス業と製造業について、稲盛氏が取材に応じている雑誌の記事がある。以下
に引用するのは、1899年11月のインタビューで、日本はバブル真っ盛りの時期である。 
記者に「ものづくりを誇りにしてきたのに、消費社会が成熟し、サービス産業中心
の社会に移行していることについてはどう思うのか。」 
と尋ねられ、稲盛氏は次のように答えている。 
「ものづくりは忍耐と犠牲を強いられるから、繁栄した国は、もっと楽な生き方を求
め、そうしたくそまじめな作業はニューカントリーに任せればいいと考える。日本も
２０年遅れで同様の傾向をたどるだろう。しかし、それでいいのか。もう一度、もの
づくりに目覚めよう、そう思っている。 
追い上げる側がハードに関心を示す。あるレベルに達したところで円熟した生活を望
む。その国が、衰亡をたどるのは必然だ。それは認めて生きていくしかないが、時代
錯誤でも、精神的にはそういう生き方をしたくない。」 
また、「新しいサービス社会でも、大敗ではなく、それなりに安定した文化をつくれ
ないだろうか。」という問いに対し、 
「どうだろうか。自社の米国工場を見ると、もはや忍耐力とか集中力を放棄している。
会社にとって重要なトラブルを解決するより、ワイフとの食事を優先して帰ってしま
う。スペースシャトルが爆発するのも当然だ。世界が高度にシステム化されていく裏
で、いつしかバグだらけになり、すべてが吹っ飛ぶという恐怖が、私の中にある。私
のところには、米国のベンチャーの経営者がやってくるが、米国でものをつくれると
考えている人は一人もいない。発想、設計、開発は自分でやるが、製造は日本か東南
アジアだという。」『週刊ダイヤモンド』2013年12月28日・2014/01/04新年吅併号 経
営者発言史p.29 
製造からサービスへのシフトを厳しく批判している。日本全体が、大きくシフトし
ている時期に、楽な生き方だと断じている稲盛氏の考え方は、澄み切って自分の哲学
を貫いているように思われる。かくして、日本のバブル経済は終わりを迎え、いわゆ
る「財テク」などには手をつけなかった京セラは安定経営を続けたのであるから、自
身の考えを堅持し、結果も残している。 
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９.２ マネジメントに関するアンケート調査 
中国のマネジメントの文化的側面を考察するにあたって、興味深い調査がある。 
リクルートマネジメントソリューションズが行った研究レポートである。参考URL
（http://www.recruit-ms.co.jp/research/report/120627_01.html） 
 
調査目的 アジア４カ国におけるマネジメントの現
状や考え方の特徴を明らかにする 
実施期間 2012 年３月～４月 
調査対象 調査地域：日本、中国（上海）、シンガポ
ール、インド（ムンバイ） 
調査対象者：従業員 1000 名以上（シンガ
ポールのみ 500 名以上）の現地資本の企業
に勤務する大卒・大学院卒ホワイトカラー
の一般従業員（一般社員、係長相当）各国
300 名ずつ 
＊各国の特徴を強く反映した結果を得る
ために、通算の就業期間の中で外資企業の
勤務経験が現地資本企業の勤務経験を上
回る回答者を除いた 
＊現在の上司の特徴を確認するため、現在
の上司の部下となって半年未満の回答者
を除いた 
＊業種はメーカー、非メーカーがおおよそ
１：１となるよう調整した 
調査方法 インターネット調査 
調査内容 ・基本属性（性別、年齢、居住地、職種、
など） 
・理想の管理職に求める特徴 
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・現在の上司が持つ特徴 
・現在の仕事・職場の特徴 
・就労観(働く目的、キャリア観、など) 
 
 
「分析においては、回答者数の偏りも考慮し、現在の上司を信頼し、かつ満足していると
回答した群（以下、満足群）と、現在の上司を信頼していないか、満足していない、また
はその両方であると回答した群（以下、非・満足群）とに分け、現在の上司の特徴への回
答結果を比較しました。なお、各国の満足群、非・満足群の人数は以下の通りです。 
図表18 各国の満足群、非・満足群の人数 
 
また現在の上司の特徴については、設問の回答はＡに近いか、またはＢに近いかを、１
～６の選択肢（１：非常にＡに近い、２：Ａに近い、３：ややＡに近い、４：ややＢに近
い、５：Ｂに近い、６：非常にＢに近い）から選択する形式となっています。今回は、各
国の回答傾向（中心化傾向* など）を調整するため、１～３点（Aを選択）を０点、４～６
点（Bを選択）を１点と変換した上で平均値を算出しました。また、０点がグラフの中央と
なるように、その数値から0.5点を減じて調整しました。そのため、グラフ上の得点の範囲
は-0.5～0.5点となり、その意味は、マイナスの値であればA寄り、プラスの値であればB
よりとなります。 
 以降のセクションでは、満足群と非・満足群との間に差が見られた項目をいくつか抜粋
し、部下を評価するときの観点、部下へのフィードバックの観点、仕事を進める上での部
下への権限委譲の度吅いの順にご紹介します。」 
* 中心化傾向：質問紙調査などで心理学的な測定を行うとき、質問内容に限らず「どちら
ともいえない」などニュートラルな選択肢が選ばれる傾向 
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図表 19 結果だけでなくプロセスの良し悪しを評価するか 
 
「これらの結果より、日本では、仕事の結果だけではなく、そのプロセスも含めて評価す
る上司が部下からの満足・信頼感を獲得していることが示唆された一方で、逆にインドで
は、プロセスの良し悪しに関わらず、結果を評価する上司が部下からの満足・信頼感を獲
得しやすいことがうかがえました。中国・シンガポールでは、結果を重視するか、プロセ
スを重視するかは日本・インドほど上司の満足・信頼感に影響がないようでした。 
２つ目は、部下に対し、成果が出た業務のみを評価するか、成果が出なくてもチャレンジ
した業務を含めて評価するかという設問についてご紹介します。こちらは１つ目の設問と
似た傾向が見られました。 
日本では、満足群の得点が 0.13（B 寄り）、非・満足群の得点が-0.09（Ａ寄り）で得点差
は 0.14 となった一方、インドでは、満足群の得点は-0.23（Ａ寄り）、非・満足群の得点
も-0.05 とＡ寄りではあるものの、満足群との差は 0.18 と 4 カ国の中で最も大きな数値と
なりました。なお、中国・シンガポールでは、満足群、非・満足群の得点差は日本・イン
ドよりも小さい結果となりました（図表 03）。 」 
 
結果を重視するという姿勢は、京セラ、ハイアールとも変わらないが、結果を通して報酬
が決まるハイアールはより結果にシビアであると考えられる。 
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この調査においても、その傾向を垣間見ることができる。 
 
 
図表 20 成果が出なかったが、チャレンジした業務も評価するか 
 
「これらのことから、日本では、チャレンジを評価しない上司よりも、チャレンジを評価
してくれる上司に対して満足・信頼することがうかがえた一方、インドでは、成果のみを
評価することで満足・信頼感が強まることがうかがえる結果となりました。また、中国・
シンガポールでは、日本・インドほどこの観点が上司への満足・信頼感に影響を及ぼして
いませんでした。 
 以上２つの結果より、日本においては、仕事の成果だけではなく、そのプロセスの良し悪
しや成果につながらないチャレンジも含めて評価する上司が、部下からの満足・信頼感を
獲得している一方で、インドにおいては、部下の仕事の最終的な成果を、途中のプロセス
の良し悪しやチャレンジの姿勢よりも重視する上司が、部下からの満足・信頼感を得てい
ると考えることができるようです。」 
中国では、チャレンジを評価しないのという回答が目立った。ハイアールの人事管理で
も、ルールが厳しくチャレンジしたものを評価するという施策は尐なかった。 
他方、京セラでは、アメーバの成績は、シビアに可視化しているが、従業員の自主性を
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強く求めていることもあり、チャレンジを評価する土壌はあると考えられる。 
図表 21 部下のフィードバック時に、強みに重点を置くか、改善点に重点を置くか 
 
「このことから、中国・インドでは、部下は自分の「改善点」よりも「強み」に関するフ
ィードバックを重視する上司に信頼・満足感をもつことが示唆されました。特にインドは、
逆に部下の改善点のフィードバックに重点を置く上司は、不信頼感や不満足感をもたらす
ことがうかがえました。」 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表22 部下への権限移譲の度吅い 
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「このことから、特に中国やシンガポールでは、部下を信頼して積極的に権限を委譲して
くれる上司が、部下から満足・信頼感を得られることが示唆され、わずかながら管理者と
しての責任を優先して権限委譲を最小限にする上司は、部下からの満足・信頼感が下がる
可能性もうかがえました。」 
 ハイアールでは、信頼できる班には、審査なしで大幅に権限移譲する傾向が見られた。 
 
１０ まとめ 
ハイアールと京セラは、表面的に似てはいるが、「経営理念」「市場原理を用いることに
なったルーツ」「人材観」「評価・報酬制度」「市場原理を用いている範囲」について違いが
あることが分った。 
しかし、コアな部分で共通していることは、会社内部に「市場原理を導入し、市場に吅
った経営行動をとろう」とするマインドである。 
パナソニックとハイアールの比較において、多くの電気メーカーにおいて、過剰な人材
が経営を圧迫しているのは想像に難くない。ハイアールは、成果を出せない人材を切るこ
とができるのを管理手法として確立している。「マネジメントに関する調査」にも見られる
ように、中国の文化的背景からくる人事施策であることは否定できない。評価と報酬シス
テムを連動させて、不要な人材を切る手法が日本に馴染むとは考えないが、組織をスリム
化していくためには、参考にすべき点が多くあるだろう。 
ハイアールCEOの張氏が、言っていた「製造業からサービス業へ」というのは、「それぞ
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れの国々に吅ったソリューションを」という意味だが、ここの認識はこれからの日本の製
造業にとって、最も大事なことになるのではないか。 
日本で最大規模の総吅家電メーカーの日立製作所の東原次期社長は、次のように言って
いる。「変えなければならないのは、スピード感だ。グローバル経営では、意思決定を東京
からやるだけでは競争に勝てない。自律分散型グローバル経営と言っているのは、大事な
ところを任せるということ。地域ごとにオペレーションを考えながら、スピード感を出し
ていくことが必要だ」「（前略）我々がこれからやっていくのはサービス事業。これは経営
課題に応えるという意味で、日立グループのソリューションを束ねて、大きく取っていく
必要がある。（後略）」（参考URL：
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFL080SI_Y4A100C1000000/?dg=1） 
ここだけ見ると、ハイアールが目指している方向と大きな差異はない。 
京セラとハイアールのコアは、「市場に対応」していくことである。両社の原理がその
まま他の会社に適応できることはないが、目指していることに大きな差異がないことを前
提とすれば、京セラやハイアールに学ぶべき点は多いだろう。 
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